
ゃく いんかい 役員会 国鉄の役員会には，理事会，~査

委員会および常務会がある。昭和 30 年迎輸省に設けられた[萄

鉄経常調査会において， 同鉄の終符上の諸問題が審議されたが，

その許申の中の管理組織に関する郊に. (1) 現花の経営委員会

は，意思決定機関であるとともに， m~有機関でも あ り. ~"， Li;の

世論を反映する諮問機関でもあるべきであるが，これらの機能

を果たすのに適当な機桃でなし、からこれ全廃止し，それぞれの

機能を分化させた機関を設けるこ と (日) 芯;思決定機関は . 執

行機関と 表裏一体となって活動するよう，総絞.副総決および

理事をも っ て構成する理事会が当たること。理事は 10 人程度，

その半数程度は郊外者i を起用すること (3) 監術機関と L て新

たに軍主流委員会を設 iì5l: し，国鉄の~:、思決定が忠実に行なわれて

いるかどうかを駁査させる とともに ， 広く国民的 立場から国鉄

の経常方針の妥当性についても批判検討させることとすること 。

駁究委員会の委員は. 3 人ないし 5 人とし，広く闘鉄の内外を

通じて適任者を求めることとし、う趣旨のことが述べられた。

これらについては，ほとんどそのまま日本国有鉄道iLの改正

法家に鳴らわして，第 24 悶会に拠出され，原案どおり可決成立し，

118和 31 ・ 6 ・ 25 から施行された。

(1) 理事会

理事会は，総統，副総裁および 11 人以J__ 17 人以内の理事で

組織する合議体であって，国鉄の業務の管埋および運慨を決定

する最高の意思決定機関である。しか し， そのすべてについて

の意思決定を行なうこ と は不 s可能であるので，理事会が斡街、 k

認めた事項その他総裁に専決させることが適切である と t認めた

事項については，総裁に決定を受任し てし、る。

理事会の議決を必要とする事項としては 7 ct たる事務所

における部局およ ひP従たる事務所の設的，その他内部組織に|刻

する重要な事項イ 業務に I ~Iする軍事!な規 1111 ゥ 下 n. 事

業計画および資金~h曲l エ 決算 ォ 長WIf苫入金お よ び短期

借入金の借入れならびに鉄道債券の発行 カ 長期併入金およ

び鉄道債券の償滋計幽 キ 雨ï 3 号に掲げるもののほか. f1 本

同有鉄道法の規定により，運輸大臣の許可，認可または11;認を

受けるべき事項(運輸省令で定める事項を除く 。) の 7 項 n が法

律により明定きれてし 、 る 。 これらの事項は. r!il鉄の業務潜行 |一 ，

最も重要な事項であるので. JIf ')l:会の決定をも っ てしでも. I*.~ 

般に委任するこ とができない。

以 l のほか . � 4 1"l l'Il'lI会において 7 経常!の重要問題，

イ 長期計 l曲j お よび年度)，~本計 lilij ゥ 重要技術研究計IIIij ェ

予算の実行に1)1:1する本本的事項 オ 重要資材の年度購入計凶1 .

カ 運賃・料金その他常業条件に|見l する !ú.要事項 キ 全線に

わたる時刻l改正 ク w品i新製の年度計じI!ì ヶ その他里II事会

が必要と認める事項については，浬事会が議決し . これ以外の

事項については，その決定を総裁に委任するこ と を定めた。

また， 理事会に報告しなければならなし'、事項 と して ア 即

事会が議決 し た事項の実施状況 イ f居間半期末現夜員お よび

退職者の数ならびに退職手当額 ウ 粛要な労働情勢 ェ 1ij 

月の輸送成績および常業成績 オ 天災その他の事由により織

送に著しい障害を生じた場合の概況およびその対策 カ 賠任

報告のうち重要なもの キ 前各号に掲げるも ののほか，理白停

会が必要と認める事項があ る 。

や

総裁が会長，副総裁が副会長 となっており， 意思決定機関と

総裁以ドの執行機関との表裏一体化をはかつている。

理事会は，会長が招集し，会長および会長以外の構成員の過

半数の出席がなければ， 議事を開くことも，議決をすることも

できない。 すなわち，理事会の議決は， 構成員が出席して行な

うことを要し ， いわゆる L持ちまわり議決1 は許されない。 ま

た，その議事は，出席者の過半数をもって決し，百f1'i同数のと

きは会長が決することにな っ ている。そして理事会の議決につ

いて特別の利害関係を有する者は，その議決に参与することが

できなし、。

l1!l 持会は，定例会議と臨時会議とに分かれ， 定例会議は毎月

第 l 週および第 3 週の火曜日に開催される。

(2) 監査委員会

監-&委員会は. 3 人以上 5 人以内の委員で組織する合議体で

あ っ て， 国鉄の業務を監有する機関である。

監査委員会は， 単に会計'ìiié査のみでなく，広〈国鉄の業務全

般について監査し，その結果を総裁に通知するものであり ，総

殺はこれを尊重してその趣旨に沿って経営改善の情償を講ずる

のである。 また ， r;i作の結果に基づいて，国鉄の業務について

改善を必要とする よI~項があると認めるときは， 運輸大臣に意見

を提出 し， または思事会に怠見を述べる ことができ るこ とにな

っ ている 。 このため理事会には監交委員会の委員の l 人が出席

し て，緊?官な連絡を保つよう にしている 。

以上は!日:t !t委員会が自主的に行なう殿査の権限であるが，法

律は運輸大臣が取脊委員会に対して，国鉄の監jit_/-_特に必要が

あると e認める事項については， 政査し，およびその結果を報告

すべきことを命ずることができる と定めている。したが っ て，

除査委員会は. 1;，1鉄の内部機関ではあるが，やや独立性をも っ

た特殊な機関で，運輸大臣の実質的な補助機関の役割をもって

いるとみる こともできる。

このこ と は， 同じ役員である副総裁および理事の任免は運輸

大臣の認 lifを受けて総裁が行な うのであるか， 監査委員会の委

員の任免は運輸大臣が行なうこ とにな っ ている点でもその一面

/J :ぅ ヵゅ:え る。

運輸大臣が'iYÆ究委員会に対して監査し.報告すべきことを命

じた もの と しては. L新 5 箇年計闘の進ちょく状況および同計画

の推進に隙lする具体的諸施策について l. L三河島奴列車衝突事

政につ"て1. L東海道新幹線T.事費予算の不足について l. L鶴

見列車事政について1 などがある。

また弘司!f委員会は闘鉄と総裁と の利益が相反する場合に，副

総裁または理事のうちから国鉄を代表する者を選任したり，財

務諸表に添える敢宣報告書を作成したりする役目ももっている。

!鉱1't委員会は，委員長(委員の互選によ っ て選任する。)が招

集し，委員長を含み委員の過半数の出席がなければ，議事を開

く こ k も議決をする こともできない。また，その議事は出席者

の過半数をも っ て決 L. 可否同数のときは委員長の決する主こ

ろによることにな っ ている。定例会議は， 隔週 l 回木曜日に開

催される。

(3) 常務会

常務会は，総裁，副総裁，技師長および本社の常務理事で組

織している執行機関としての最高の会議である。


